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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、第50期第１四半期連結累計期間は１株当た

り四半期純損失でありかつ潜在株式が存在しないため、第50期及び第51期第１四半期連結累計期間は潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第50期

第１四半期連結 
累計(会計)期間

第51期
第１四半期連結 
累計(会計)期間

第50期

会計期間
自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日

自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日

自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日

売上高 (百万円) 4,854 5,995 22,948 

経常利益 
又は経常損失(△) 

(百万円) △164 209 297 

四半期(当期)純利益又は 
四半期純損失(△) 

(百万円) △143 45 116 

純資産額 (百万円) 17,587 17,453 17,763 

総資産額 (百万円) 25,721 26,182 26,649 

１株当たり純資産額 (円) 659.32 654.28 665.93 

１株当たり四半期(当期)純利益金額
又は四半期純損失金額(△) 

(円) △5.36 1.69 4.39 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) － － －

自己資本比率 (％) 68.4 66.7 66.7 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 695 829 2,685 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △514 △17 △1,986

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △181 △117 △61

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(百万円) 4,541 5,693 5,099 

従業員数 (人) 919 919 906 
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当第１四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

  

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 
  

(1) 連結会社の状況 

平成22年６月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成22年６月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

 

４ 【従業員の状況】

従業員数(人) 919 

従業員数(人) 638 
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第２ 【事業の状況】 

(1) 生産実績 

当第１四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．セグメント間取引については、相殺消去しております。 

３．金額は、販売価格によっております。 

  
(2) 受注実績 

当第１四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．セグメント間取引については、相殺消去しております。 

３．日本以外のセグメントの受注残高につきましては、見込み生産を行っているため記載を省略しております。

  
(3) 販売実績 

当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．セグメント間取引については、相殺消去しております。 

  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 生産高（百万円） 前年同四半期比（％）

日本 4,207 －

北米 199 －

東アジア 35 －

欧州 24 －

合   計 4,466 －

セグメントの名称 受注残高（百万円） 前年同四半期比（％）

日本 529 －

合   計 529 －

セグメントの名称 販売高（百万円） 前年同四半期比（％）

日本 5,204 －

北米 540 －

東アジア 130 －

欧州 120 －

合   計 5,995 －
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当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が

判断したものであります。 

  

(1) 業績の状況 

 当社グループは、前連結会計年度の第２四半期より本格稼動いたしました新規製造設備が、主力製

品でありますハードコートフィルムの需要増大に応え、出荷量を大幅に増加させました。また、当第

１四半期の売上高は、特に中国を中心としたアジア経済の好調を背景に、国内及び東アジアで大幅に

伸長いたしました。 

 利益面では、株式市場の低迷による投資有価証券評価損157百万円を特別損失として計上したもの

の売上増加に伴う大幅な増益要因の他、生産量の大幅な増加により固定費を吸収したことに加え、全

社挙げての経費削減効果により営業利益、四半期純利益ともに大幅な増益となりました。 

 これらの結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は5,995百万円(前年同四半期比23.5％増)、営

業利益は254百万円(前年同四半期の営業損失は187百万円)、四半期純利益は45百万円(前年同四半期

の四半期純損失は143百万円)となりました。 

  
セグメントごとの業績は、次のとおりであります。 

 なお、当第１四半期連結会計期間から、「セグメントの情報等の開示に関する会計基準」(企業会

計基準第17号 平成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企

業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21日)に基づくマネジメント・アプローチにより、報告セ

グメントを「日本」、「北米」、「東アジア」、「欧州」の４区分としております。 

 また、セグメントごとの業績の前年同四半期増減率及び営業損失の金額は前年同四半期の所在地別

セグメント情報の金額との比較を参考値として記載しております。 

  

①日本 

 ハードコートフィルムは、モバイル向けタッチパネル市場の更なる拡大とそれに対応した新規製造

設備の稼働の上昇により売上及び利益が大幅に増加いたしました。 

 これらの結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は5,204百万円(前年同四半期比21.0％増)、営

業利益は223百万円(前年同四半期の営業損失は180百万円)となりました。 

  
②北米 

 ハードコートフィルムは、電子ペーパー用途向けの売上が大幅に増加いたしました。 

 これらの結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は540百万円(前年同四半期比29.0％増)、営業

利益は20百万円(前年同四半期の営業損失は13百万円)となりました。 

  
③東アジア 

 小型液晶向け拡散フィルム及びフォトマスク用保護フィルムの売上が大幅に増加いたしました。 

 これらの結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は130百万円(前年同四半期比616.4％増)、営業

利益23百万円(前年同四半期比515.8％増)となりました。 

  
④欧州 

 主力であります中小型インクジェットプリンターの新機種が売上に貢献いたしました。 

 これらの結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は120百万円(前年同四半期比2.1％増)、営業損

失14百万円(前年同四半期の営業損失は24百万円)となりました。 

  

  

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

― 5 ―



(2) 財政状態の分析 

 当第１四半期連結会計期間末における資産、負債、純資産の状況は以下のとおりであります。な

お、比較増減額はすべて前連結会計年度末を基準としております。 

  

①資産 

 総資産は前連結会計年度末に比べ466百万円減少し、26,182百万円となりました。主な変動要因

は、現金及び預金の増加1,128百万円、有価証券の減少499百万円、受取手形及び売掛金の減少286百

万円、有形固定資産の減少395百万円、投資有価証券の減少263百万円であります。 

  
②負債  

 負債は前連結会計年度末に比べ155百万円減少し、8,729百万円となりました。主な変動要因は、支

払手形及び買掛金の減少106百万円、賞与引当金の減少144百万円であります。 

  
③純資産  

 純資産は前連結会計年度末に比べ310百万円減少し、17,453百万円となりました。主な変動要因

は、利益剰余金の減少34百万円、その他有価証券評価差額金の減少66百万円、為替換算調整勘定の減

少209百万円であります。これらの結果、自己資本比率は前連結会計年度末と同様の66.7％となりま

した。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況 

  当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に対して11.7％増

加し、5,693百万円となりました。 

  
①営業活動によるキャッシュ・フロー 

 当第１四半期連結会計期間における営業活動の結果、増加した資金は829百万円(前年同四半期は

695百万円の増加)となりました。主な増加要因として、減価償却費342百万円、売上債権の減少321百

万円、投資有価証券評価損157百万円があり、主な減少要因として、賞与引当金の減少144百万円、仕

入債務の減少79百万円がありました。 

  
②投資活動によるキャッシュ・フロー 

 当第１四半期連結会計期間における投資活動の結果、減少した資金は17百万円(前年同四半期は514

百万円の減少)となりました。主な減少要因として、有形固定資産の取得による支出49百万円、定期

預金の預け入れによる支出39百万円がありました。 

  
③財務活動によるキャッシュ・フロー 

 当第１四半期連結会計期間における財務活動の結果、減少した資金は117百万円(前年同期は181百

万円の減少)となりました。主な減少要因として、長期借入金の返済による支出45百万円、配当金の

支払72百万円がありました。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

（当社グループの現状の認識及び対処方針） 

当社グループは、昨今の経済情勢及び業界動向の急激な変化を考慮し、企業統治の推進、成長市場

に焦点を合わせた経営資源の有効活用、開発及び生産部門の競争力強化、在外子会社との連携強化等

を中期的な施策として進めてまいります。 

当社グループは安定的な成長を図るために、フィルム特殊加工及び電子・工業材料分野に偏ること

なく、新市場開拓、新製品開発を推進し、収益性の高いビジネスを創出することが必要になります。

① 欧州所在の子会社の業績向上 

米国所在の子会社は業績の回復傾向が出てまいりました。また、中華人民共和国所在の子会社の業

績は堅調に推移しつつあります。しかしながら、欧州所在の子会社は業績の低迷が続いており、業績

向上が急務であります。 

② グローバル人材の育成 

中華人民共和国などの成長市場に当社グループ製品を供給していくためには、現地の文化等を理解

し、かつ当社グループ製品の品質、性能等を理解する人材が必要となっており、在外子会社を含めた

人材交流などを推進することにより、グローバル人材の育成を目指します。 
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（会社の支配に関する基本方針） 

 当社は、平成22年５月14日開催の取締役会において、以下のとおり当社の財務及び事業の方針の決

定を支配する者の在り方に関する基本方針(以下「基本方針」といいます。)に照らして不適切な者に

よって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることにより当社の企業価値又は株主共同の利益

が毀損されることを防止するための取組みの一つとして導入している、「当社が発行する株券等の大

量買付行為に関する具体的な対応策」(以下「本対方針」といいます。)を更新することを決議いたし

ました。 

  

① 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

 当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当

社の企業価値又は株主共同の利益を継続的に確保・向上していくことを可能とする者であることが

必要であると考えております。上場会社である当社の株券等については、株主、投資家の皆様によ

る自由な取引が認められており、当社取締役会としては、当社の財務及び事業の方針の決定を支配

する者の在り方は、最終的には株主全体の意思により決定されるべきであり、当社の株券等に対す

る大量買付提案又はこれに類似する行為があった場合、当社株券等を売却するかどうかは株主の皆

様の判断に委ねられるべきものであると考えております。 

 なお、当社は、当社株券等について大量買付がなされる場合、これが当社の企業価値又は株主共

同の利益に資するものであれば、これを否定するものではありません。 

 しかしながら、近年わが国の資本市場においては、対象となる企業の経営陣の賛同を得ずに、一

方的に大量買付提案又はこれに類似する行為を強行する動きが顕在化しております。そして、かか

る株券等の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値又は株主共同の利益に対する明白な侵

害をもたらすもの、株主に株券等の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会

や株主が株券等の大量買付の内容等について検討しあるいは対象会社の取締役会が代替案を提案す

るための十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買付者の提示した条件よりも有利な条件

をもたらすために買付者との協議・交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値又は株主共同の

利益を毀損すると思われるものも少なくありません。 

 当社の経営にあたっては、当社の企業理念、企業価値のさまざまな源泉、並びに顧客、取引先及

び従業員等のステークホルダーとの間に築かれた関係等への十分な理解が不可欠であり、これらに

対する十分な理解がなければ、当社の企業価値又は株主共同の利益を確保・向上させることはでき

ません。当社の企業価値の源泉は、①独創的な技術開発力、②先進的な製造技術と一貫した品質保

証体制、③「プロ集団」たる従業員の存在、④顧客・取引先との切磋琢磨する関係にあるため、当

社の企業価値又は株主共同の利益を確保・向上させるには、特にかかる当社の企業価値の源泉に対

する理解が必要不可欠であります。当社株券等の大量買付を行う者が、かかる当社の企業価値の源

泉を理解し、中長期的に確保し、向上させられるのでなければ、当社の企業価値又は株主共同の利

益は毀損されることになります。 

 当社としては、このような当社の企業価値又は株主共同の利益を毀損する大量買付を行う者は、

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付

行為に対しては必要かつ相当な対抗手段を講じることにより、当社の企業価値又は株主共同の利益

を確保する必要があると考えます。 

  

② 基本方針の実現に資する取組み 

ａ．当社の企業価値又は株主共同の利益の確保・向上に向けた取組みについて 

(ⅰ) 当社の企業理念について 

 当社は、技術開発型の企業としてグローバルに発展することにより、顧客・株主及び従業員

の満足を得ることに努め、地域の発展と繁栄に寄与し、地球環境をまもり、未来に向けて社会

と共に前進します。  

(ⅱ) 当社の企業価値の源泉について 

 当社は昭和27年の設立以来、技術開発型の企業としてグローバルに発展することにより、顧

客・株主及び従業員の満足を得ることを基本理念として、かかる方針の下、研究開発及び技術

の革新を推進し、企業価値を向上させてまいりました。 

 かかる当社の企業価値の源泉は、①市場の急速な変化を先取りできる独創的な技術開発力、

②多様な顧客に満足いただける製品を生み出す先進的な製造技術と高度で一貫した品質保証体

制、③高品位な製品を適時に創り上げるための高い技術力を有する「プロ集団」たる従業員の

存在、④常に最高の製品、商品及びサービスをともに創り上げていく顧客・取引先との切磋琢

磨する関係にあります。 

 具体的には、第一に、当社の内外にわたる顧客それぞれにとって最高の製品、商品及びサー

ビスを適時に提供するためには、時代の急速な変化を予測し、顧客のニーズを先取りする先見
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性が必要となります。当社は創業以来、常に顧客との対話を重視し、顧客に満足いただける製

品を生み出すための研究開発を推進してまいりました。この独創的な技術開発力こそが顧客に

満足いただける製品、サービスの提供を可能にする原点であり、当社の企業価値を向上させて

おります。 

 第二に、独創的な技術開発力により開発された製品を高い品質で安定的に供給できること

は、顧客の信頼の獲得と取引の継続にとってきわめて重要です。このために当社では、ＩＳＯ 

9001：2000を取得し、独自に構築した先進的な製造技術と、高度で一貫した品質保証体制を確

立しております。開発のみならず、製品の高品質・安定製造をも重視することにより、当社の

企業価値を向上させております。 

 第三に、当社には、従業員が部署や職位に関わりなく自由に意見を述べ合うことでその技能

等を伝承する企業風土が創業時から連綿と形成されており、従業員の技能向上の基礎となって

おります。研究開発、製造、営業等それぞれの職掌において顧客に満足いただける製品、サー

ビスを適時に提供するためには、かかる従業員と企業風土を将来にわたり確保・維持すること

が不可欠です。当社は、時代の最先端をいく独創的かつ高度な技術を開発・維持するために

は、このような高い技術力を有する従業員の存在が不可欠であるとの認識から、従業員一人ひ

とりが継続して成長し、独創的かつ高度な技能を身につけることができる体制づくりを構築し

ております。 

 第四に、時代の最先端をいく独創的かつ高度な技術を開発・維持するためには、従業員及び

企業風土のみならず、優れた製品の提供を求める顧客及び協力関係にある取引先の存在が不可

欠です。顧客から時には不可能と思われる高度な要請を受け、又は将来の市場動向を予測する

ことにより、顧客のニーズにいち早く応えることができる当社の独創的な技術開発力が継続的

に磨かれてまいりました。このような顧客・取引先との切磋琢磨する関係は、当社が世界に通

ずる技術開発型の企業として、その時代に成し得る最高の専門技術と、最高の製品・商品並び

にサービスを内外の顧客に提供するための大きな原動力となっております。この意味で、当社

の既存の顧客・取引先との切磋琢磨する関係を将来にわたり確保することは、当社が企業価値

を向上させていく上で極めて重要です。  

(ⅲ) 当社の今後の企業価値又は株主共同の利益の確保、向上に向けた取組みについて 

イ．中期経営計画について 

 当社グループの製品は、主として電子・工業材料分野に継続的に供給されており、当該分

野は今後も市場拡大が期待されております。当社グループでは、この成長市場においてより

収益性の高いビジネスを創出するとともに、環境、エネルギー、デジタル３Ｄ画像などの新

しい市場に向けた新事業、新製品の開発にグループを挙げて取り組み、企業価値の向上を目

指します。 

 上記のビジョンを実現することが企業価値の持続的向上と株主共同の利益確保に資するも

のであると考えます。 

 当社の発展による企業価値の向上は「プロ集団」である従業員の意欲・能力・知識なくし

てはありえない、との認識に基づき、従業員の人的資質のさらなる向上を積極的に行うこと

により、企業価値の増大に努めてまいります 

ロ．ＣＳＲ活動について 

 当社は、企業としての社会的責任を全うし、広く社会からの信頼を築き上げていくこと

が、企業価値の持続的向上のために必要不可欠と考え、コーポレート・ガバナンスの充実、

企業倫理の向上、リスク管理の強化及び社会との関わりの深化を重要課題と位置付けており

ます。 

 上記課題の実現のために、コンプライアンスの強化、経営の監督・監視機能の強化、経営

責任の明確化、意思決定及び業務遂行の実効性・迅速性の確保、情報開示の強化を進めると

ともに、株主の皆様、顧客、取引先、従業員、地域社会等のステークホルダーからの信頼を

一層高めるため、環境・安全・品質の確保と地域との対話等に取り組んでまいります。 

  

ｂ．コーポレートガバナンスの整備 

 当社は、取締役会、監査役会を基本に継続的なコーポレート・ガバナンスの充実が経営の最優

先課題であると考え、諸制度の整備と透明性の高い情報開示の実施を適時行うとともに、高い自

律性、効率性並びに競争力のある経営体制の確立を目指しております。 

 当社においては、株主の皆様に対する経営陣の責任を明確化するため、取締役の任期を１年と

しております。また、当社は経営会議、常務会等を設置せず、重要な業務執行及び法定事項の決

定並びに業務執行の監督は、すべて取締役会で行っております。常勤監査役及び社外監査役は、

定例及び臨時に開催される取締役会に出席し必要な意見を述べるとともに、取締役の業務執行状

況の監査を実施しております。また、監査役のサポート体制の充実を図るため、平成19年７月よ

― 8 ―



り監査役スタッフ１名を選定いたしました。 

 当社は、以上のようなコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方に基づく諸施策を実

行し、当社の企業価値又は株主共同の利益の確保・向上を目指してまいります。 

  

③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防

止するための取組み 

ａ．本対応方針導入の目的 

 当社取締役会は、上場会社として当社株券等の自由な売買を認める以上、当社取締役会の賛同

を得ずに行われる、いわゆる「敵対的買収」であっても、企業価値又は株主共同の利益に資する

ものであれば、これを一概に否定するものではありません。また、株式会社の支配権の移転を伴

う買付提案に応じるかどうかの判断は、最終的には株主の皆様のご意思に基づいて行われるべき

ものと考えております。 

 しかしながら、株券等の大量買付行為の中には、その目的等から見て企業価値又は株主共同の

利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主に株券等の売却を事実上強要するおそれがあるも

の、対象会社の取締役会や株主が株券等の大量買付行為の内容等について検討し、あるいは対象

会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、大量買付者の提

示した条件が対象会社の適正な本源的価値を十分に反映しないもの等、対象会社の企業価値又は

株主共同の利益を毀損するものも少なくありません。 

 そもそも、当社が構築してきた企業価値又は株主共同の利益を確保・向上させるためには、当

社の企業価値の源泉である、①市場の急速な変化を先取りできる独創的な技術開発力、②多様な

顧客に満足いただける製品を生み出す先進的な製造技術と高度な品質保証体制、③高品位な製品

を適時に創り上げるための高い技術力を有する「プロ集団」たる従業員の存在、④常に最高の製

品、商品及びサービスをともに創り上げていく顧客・取引先との切磋琢磨する関係が必要不可欠

です。当社株券等の大量買付行為を行う者により、これら当社の企業価値の源泉が中長期的に確

保され、向上させられなければ、当社の企業価値又は株主共同の利益が毀損されることになりま

す。 

 また、外部者である買付者からの大量買付の提案を受けた際に、当社株主の皆様が上記の諸点

のほか、当社の有形無形の経営資源、将来を見据えた施策の潜在的効果その他の当社の企業価値

を構成する要素等を適切に把握した上で、当該大量買付が当社の企業価値又は株主共同の利益に

及ぼす影響を短時間のうちに判断する必要があります。 

 かかる認識に基づき、当社取締役会は、前記の基本方針に照らして不適切な者によって当社の

財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みとして、当社株券等に対す

る大量買付行為が行われた際に、当社株主の皆様の意思を適正に反映させるためには、当社株主

の皆様が適切に判断できる状況を確保する必要があると考えております。そのためには、当社取

締役会が必要かつ相当な検討期間内に当該買付行為について誠実かつ慎重な調査を行った上で、

当社株主の皆様に対して必要かつ十分な判断材料を提供すること、また当社株主の皆様がかかる

大量買付行為に応じるべきか否かを判断するために必要な時間を確保すること等を可能とする、

当社の企業価値又は株主共同の利益に反する大量買付行為を抑止するための枠組みを構築するこ

とが必要不可欠であると判断いたしました。 

 これらを踏まえ、当社取締役会は、当社の企業価値又は株主共同の利益の確保・向上を目的

に、対応方針を更新することを決定いたしました。 

  

ｂ．本対応方針の概要 

(ⅰ) 本対応方針に係る手続き 

 本対応方針は、当社の株券等の大量買付行為を行おうとする者(以下「大量買付者」といい

ます。)が現れた場合に、当該大量買付者に対し、事前に当該大量買付行為に関する情報の提

供を求め、当社が、当該大量買付行為についての情報収集・検討等を行う時間を確保した上

で、株主の皆様に当社経営陣の計画や代替案等を提示したり、大量買付者との交渉等を行うた

めの手続を定めるものです。 

 なお、大量買付者は、本対応方針に係る手続の開始後、独立委員会検討期間終了時点、又は

独立委員会の勧告又は取締役会の判断に基づき株主意思確認総会が招集された場合の当該株主

意思確認総会の決議時点のいずれか遅いときまでの間、大量買付行為を実行してはならないも

のとしております。  

(ⅱ) 新株予約権の無償割当ての実施 

 大量買付者が本対応方針において定められた手続に従うことなく大量買付行為を行う場合、

又は大量買付者による大量買付行為が当社の企業価値又は株主の皆様の共同の利益を著しく損

なうおそれがある場合等には、当社は、原則として、非適格者による権利行使は認められない
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との行使条件及び非適格者以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得する旨の取得条

項が付された新株予約権を、その時点の当社を除くすべての株主に対して新株予約権無償割当

ての方法(会社法第277条以下に規定されます。)により割り当てます。ただし、会社法その他

の法令及び当社の定款上認められるその他の対抗措置を発動することが適切と判断された場合

には、当該その他の対抗措置が用いられることがあります。 

(ⅲ) 取締役の恣意的判断を排するための独立委員会、株主総会の利用 

 本対応方針の運用ないし対抗措置の発動等に関する当社取締役会の恣意的判断を排除し、そ

の判断の合理性及び公正性を担保するため、以下の諸手当てを施しております。 

 まず、独立委員会規程に従い、当社社外取締役、当社社外監査役又は社外の有識者(実績あ

る会社経営者、官庁出身者、投資銀行業務に精通する者、弁護士、公認会計士及び学識経験者

等)で、当社経営陣から独立した者のみから構成される独立委員会(以下「独立委員会」といい

ます。)の客観的な判断を経ることとしています。なお、本対応方針の現在の独立委員会は、

独立性の高い社外監査役及び社外の有識者により構成されております。 

 また、一定の場合には、株主意思確認総会を招集の上、同株主意思確認総会に対抗措置の発

動に関する議案を付議することにより株主の皆様の意思を確認することとしています。 

 さらに、こうした手続の過程について、株主の皆様に適切かつ適時に開示することにより、

その透明性を確保することとしています。 

(ⅳ) 本新株予約権の行使及び当社による本新株予約権の取得 

 本新株予約権の行使又は当社による取得と引換えに、非適格者以外の株主の皆様に対して当

社株式が交付された場合には、非適格者の有する当社株式の議決権割合は、最大約33.3％まで

希釈化される可能性があります。 

  

④ 上記②及び③の各取組みについての取締役会の判断、並びにその判断に係る理由 

ａ．本対応方針が基本方針に沿うものであること 

 本対応方針は、当社株券等に対する買付等が行われる場合に、当該買付等に応じるべきか否か

を株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が株主の皆様に代替案を提案するために必要な情

報や時間を確保したり、株主の皆様のために買付者等と協議・交渉等を行うことを可能とするこ

とにより、当社の企業価値又は株主共同の利益を確保するための枠組みであり、基本方針に沿う

ものです。 

ｂ．本対応方針が株主共同の利益を損なうものではなく、また、当社の会社役員の地位の維持を目的

とするものでないこと 

(ⅰ) 株主意思を重視するものであること 

 本対応方針は、株主の皆様の意思を反映させるため、平成22年６月29日開催の第50回定時株

主総会において議案としてお諮りし、承認可決されたものです。また、以下の場合に本対応方

針はその時点で廃止又は変更されます。 

イ．当社株主総会において本対応方針を廃止若しくは変更する旨の議案が承認された場合 

ロ．当社株主総会において選任された取締役によって構成される当社取締役会において本対応方

針を廃止若しくは変更する旨の決議が行われた場合 

 なお、当社取締役会は、独立委員会による勧告に基づき又は独自の判断で、定款変更後の当

社定款第15条第３項に基づき、本新株予約権の無償割当てに関する議案を株主意思確認総会に

付議することがあり、かかる場合には株主の皆様のご意思を直接確認することができることと

しております。 

(ⅱ) 買収防衛策に関する指針の要件等を完全に充足していること 

 本対応方針は、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に公表した「企業価値・株主共同

の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則(①企業価値・株主

共同の利益の確保・向上の原則、②事前開示・株主意思の原則、③必要性・相当性確保の原

則)を完全に充足し、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第440条に定める尊重義務に

反しないものです。 

(ⅲ) 当社の企業価値または株主の皆様の共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されているこ

と 

 本対応方針は、当社の企業価値又は株主の皆様の共同の利益を確保・向上させることを目的

として、大量買付者に対して、当該大量買付者が実施しようとする大量買付行為に関する必要

な情報の事前の提供、及びその内容の評価・検討等に必要な期間の確保を求めるために、導入

されるものです。 

(ⅳ) 合理的かつ客観的な対抗措置発動要件の設定 

 本対応方針は、合理的かつ客観的な要件が充足されない限りは、対抗措置が発動されないよ

うに設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みが確保されて
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います。 

(ⅴ) 独立委員会の設置、外部専門家の意見取得 

 本対応方針は、取締役会の判断の合理性及び公正性を確保するために、当社取締役会から独

立した組織として、独立委員会を設置することとしております。 

 かかる独立委員会の勧告を最大限尊重して当社取締役会が判断を行うことにより、当社取締

役会による恣意的な本対応方針の運用ないし対抗措置の発動を防止するための仕組みが確保さ

れています。 

 なお、独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者(ファイナンシャル・アドバイザー、

公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含みます。)の助言を得ることができ

るため、独立委員会による判断の公正性・客観性が強く担保される仕組みとなっております。

(ⅵ) 当社取締役の任期は１年であること 

 当社取締役の任期は１年であり、毎年の取締役の選任を通じて本対応方針につき株主の皆様

の意思を反映することが可能となります。 

(ⅶ) デッドハンド型・スローハンド型の買収防衛策ではないこと 

 本対応方針は、本対応方針の有効期間の満了前であっても、当社株主総会で選任された取締

役で構成された取締役会により、いつでも廃止することができるものとされております。ま

た、当社は期差任期制を採用しておりません。したがいまして、本対応方針は、デッドハンド

型買収防衛策(取締役会の構成員の過半数を交代させても、なお発動を阻止できない買収防衛

策)又はスローハンド型買収防衛策(取締役会の構成員を一度に交代させることができないた

め、発動の阻止に一定の時間を要する買収防衛策)ではありません。 

  

(5) 研究開発活動 

 当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は237百万円であります。 

 なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はあ

りません。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  
(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更および重要な設備計画の完了はありません。 

 また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありませ

ん。 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  
(2) 【新株予約権等の状況】 

   該当事項はありません。 
  
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

   該当事項はありません。 
  

(4) 【ライツプランの内容】 

   該当事項はありません。 
  
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  
(6) 【大株主の状況】 

当第１四半期会計期間において、フィデリティ投信株式会社から平成22年６月７日付で関東財務局長

に提出された大量保有報告書(変更報告書)により、平成22年５月31日現在で以下の株式を所有している

旨の報告を受けておりますが、当社として当第１四半期会計期間末における当該法人名義の実質所有株

式数の確認ができておりません。 

 
  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 90,000,000 

計 90,000,000 

種類
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成22年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成22年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 27,386,282 27,386,282 
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数 100株

計 27,386,282 27,386,282 － －

年 月 日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成22年４月１日～ 
平成22年６月30日 

     － 27,386,282     － 3,274     － 3,163 

氏名又は名称 住所
保有株式数 
 (千株)

株券等保有割合
(％)

フィデリティ投信株式会社 東京都港区虎ノ門４丁目３-１城山トラストタワー 714 2.61 
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(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年３月31日)に基づく株主名簿による記

載をしております。 

① 【発行済株式】 

平成22年３月31日現在 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が5,600株含まれております。 

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数56個が含まれております。  

  

② 【自己株式等】 

平成22年３月31日現在 

 
   

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 
(注)  最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。  

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありま

せん。 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式          －       － －

議決権制限株式(自己株式等)          －       － －

議決権制限株式(その他)          －       － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式  710,800 

      － －

完全議決権株式(その他) 
普通株式 
     26,673,300 266,733 －

単元未満株式 普通株式  2,182       － －

発行済株式総数          27,386,282       － －

総株主の議決権          － 266,733 －

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社きもと 

東京都新宿区新宿２丁目
19－1 710,800 － 710,800 2.60 

計 － 710,800 － 710,800 2.60 

２ 【株価の推移】

月別
平成22年 
 ４月

 
 ５月

 
 ６月

最高(円) 865 790 603 

最低(円) 793 497 455 

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前第１四半期連結会計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び前第１四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第１四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び当第１四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間(平成21年４月

１日から平成21年６月30日まで)及び前第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日

まで)に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30

日まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。 

  

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２  監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,845 4,717

受取手形及び売掛金 6,341 6,627

有価証券 － 499

商品及び製品 853 917

仕掛品 915 951

原材料及び貯蔵品 503 448

繰延税金資産 199 197

その他 160 240

貸倒引当金 △61 △67

流動資産合計 14,758 14,533

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 4,344 4,518

その他（純額） 3,933 4,155

有形固定資産合計 ※  8,277 ※  8,673

無形固定資産   

その他 320 353

無形固定資産合計 320 353

投資その他の資産   

投資有価証券 1,730 1,994

その他 1,164 1,165

貸倒引当金 △69 △70

投資その他の資産合計 2,825 3,088

固定資産合計 11,424 12,116

資産合計 26,182 26,649
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,908 4,014

短期借入金 396 401

未払法人税等 40 69

賞与引当金 160 304

その他 1,060 900

流動負債合計 5,566 5,691

固定負債   

社債 197 197

長期借入金 1,517 1,557

退職給付引当金 1,357 1,336

その他 90 101

固定負債合計 3,163 3,193

負債合計 8,729 8,885

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,274 3,274

資本剰余金 3,427 3,427

利益剰余金 11,587 11,622

自己株式 △313 △313

株主資本合計 17,975 18,010

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 93 160

為替換算調整勘定 △616 △407

評価・換算差額等合計 △522 △246

純資産合計 17,453 17,763

負債純資産合計 26,182 26,649
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 4,854 5,995

売上原価 3,578 4,453

売上総利益 1,276 1,542

販売費及び一般管理費 ※1  1,464 ※1  1,288

営業利益又は営業損失（△） △187 254

営業外収益   

受取利息 1 2

為替差益 25 －

物品売却益 － 9

株式割当益 － 6

その他 10 8

営業外収益合計 37 26

営業外費用   

支払利息 8 9

為替差損 － 59

その他 5 2

営業外費用合計 14 71

経常利益又は経常損失（△） △164 209

特別利益   

貸倒引当金戻入額 － 3

ゴルフ会員権売却益 － 20

特別利益合計 － 23

特別損失   

固定資産廃棄損 3 1

固定資産売却損 0 －

投資有価証券評価損 － 157

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 7

特別損失合計 4 166

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△168 66

法人税等 ※2  △25 ※2  21

少数株主損益調整前四半期純利益 － 45

四半期純利益又は四半期純損失（△） △143 45
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△168 66

減価償却費 269 342

貸倒引当金の増減額（△は減少） 16 △4

退職給付引当金の増減額（△は減少） 52 20

賞与引当金の増減額（△は減少） △151 △144

受取利息及び受取配当金 △1 △3

支払利息 8 9

為替差損益（△は益） △8 23

固定資産除売却損益（△は益） 4 1

投資有価証券評価損益（△は益） － 157

売上債権の増減額（△は増加） 409 321

たな卸資産の増減額（△は増加） △249 26

仕入債務の増減額（△は減少） 355 △79

その他 160 114

小計 698 853

利息及び配当金の受取額 13 14

利息の支払額 △2 △4

法人税等の支払額 △14 △34

営業活動によるキャッシュ・フロー 695 829

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △39

定期預金の払戻による収入 19 5

有形固定資産の取得による支出 △551 △49

有形固定資産の売却による収入 0 12

貸付金の回収による収入 2 0

その他 15 51

投資活動によるキャッシュ・フロー △514 △17

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △75 －

長期借入金の返済による支出 △17 △45

自己株式の増減額（△は増加） － 0

配当金の支払額 △89 △72

財務活動によるキャッシュ・フロー △181 △117

現金及び現金同等物に係る換算差額 10 △100

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 9 594

現金及び現金同等物の期首残高 4,531 5,099

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  4,541 ※  5,693
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

 
  

【表示方法の変更】 

  

 
  

【簡便な会計処理】 

  

 
  
【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  

 
  

当第１四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

会計処理基準に関する事項の変更 

「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

 当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号 平成20年３月31

日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日)を適

用しております。 

 これにより、営業利益及び経常利益は1百万円、税金等調整前四半期純利益は8百万円それぞれ減少しており

ます。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は5百万円であります。 

当第１四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

(四半期連結損益計算書関係) 

１．「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)に基づき財務諸表等規則等の

一部を改正する内閣府令(平成21年３月24日 内閣府令第５号)の適用に伴い、当第１四半期連結累計期間で

は、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。 

２．前第１四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めておりました「物品売却益」は、営業

外収益総額の100分の20を超えたため、当第１四半期連結累計期間から区分掲記することにいたしました。な

お、前第１四半期連結累計期間の「その他」に含まれる「物品売却益」は0百万円であります。 

 

当第１四半期連結会計期間
(自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日)

一般債権の貸倒見積高の算定方法 

 当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認め

られるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。 

当第１四半期連結会計期間
(自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日)

税金費用の計算 

 当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期

純損益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 
  

 
  
(四半期連結損益計算書関係) 

第１四半期連結累計期間 
  

 
  
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

当第１四半期連結会計期間末 
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

※ 有形固定資産の減価償却累計額は、16,632百万円

であります。 

 なお、減価償却累計額には減損損失累計額234百万

円を含めております。 

※ 有形固定資産の減価償却累計額は、16,471百万円

であります。 

 なお、減価償却累計額には減損損失累計額257百万

円を含めております。 

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日)

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの 

 

運搬費 96百万円 

給料及び手当 451百万円 

賞与引当金繰入額 80百万円 

退職給付費用 44百万円 

研究開発費 308百万円 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの 

運搬費 98百万円

給料及び手当 400百万円

賞与引当金繰入額 62百万円

退職給付費用 39百万円

研究開発費 237百万円

※２ 当四半期連結累計期間における税金費用について

は、四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理

により計算しているため、法人税等調整額は、

「法人税等」に含めて表示しております。 

※２       同   左 

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 (平成21年６月30日現在) 

現金及び預金 4,160百万円 

有価証券 499百万円 

    計 4,660百万円 

預入期間が３か月超の定期預金 △119百万円 

現金及び現金同等物 4,541百万円 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

(平成22年６月30日現在) 

 

現金及び預金 5,845百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △152百万円

現金及び現金同等物 5,693百万円
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(株主資本等関係) 

  

当第１四半期連結会計期間末(平成22年６月30日)及び当第１四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日

至 平成22年６月30日) 

  
１．発行済株式の種類及び総数 

 
  

２．自己株式の種類及び株式数 

 
  

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  
(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 
  

   該当事項はありません。 

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 27,386,282 

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 710,868 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 80 3 平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【事業の種類別セグメント情報】 

  

前第１四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 

 
（注）１．事業区分の方法    

  事業区分は当社販売品の機能を考慮し、売上集計区分を勘案し決定しております。 

   ２．各事業区分の主要品目 

 
  

【所在地別セグメント情報】 

  

前第１四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 

 
(注) １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国または地域 

(1) 北米・・・・米国 

(2) 欧州・・・・スイス、ポーランド 

(3) その他の地域・・・・中国 

 前第２四半期連結会計期間より稀本商貿(上海)有限公司の中国国内における販売活動が本格化したことに

より、主に中国での業績を「その他の地域」として区分掲記しております。 

  

 
機能性フィルム

事業部門 
(百万円)

情報システム
事業部門  
(百万円)

合 計
(百万円)

消去又は全社  
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高   

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 4,749 105 4,854 － 4,854 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

－ － － － －

計 4,749 105 4,854 － 4,854 

営業損失 165 22 187 － 187 

事 業 部 門 別 主 要 品 目

機 
能 
性 
フ 
ィ 
ル 
ム

 電子・工業材料
液晶部材用フィルム、ハードコートフィルム、プリント基板用フィルム、
カスタムコーティング 

 グラフィックス
ディスプレイ用インクジェットフィルム、大型インクジェットプリンター
および関連機器、ダイレクト刷版用フィルムおよびシステム、カラーマネ
ジメントシステム 

 産業メディア
ＣＡＤ用インクジェットフィルム、環境関連フィルム、プロジェクター用
スクリーンフィルム 

情報システム
ＧＩＳ関連ソフト、地理情報データ作成サービス、デジタル・データ画像
処理サービス 

 
日本 

(百万円)
北米

(百万円)
欧州

(百万円)

その他
の地域 
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高     

 (1)外部顧客に対する 
  売上高 4,299 418 117 18 4,854 ― 4,854 

 (2)セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 177 23 0 37 238 (238) ―

計 4,476 442 118 55 5,093 (238) 4,854 

営業利益又は営業損失(△) △180 △13 △24 3 △213 26 △187
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【海外売上高】 

  

前第１四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 

 
(注) １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米・・・・米国、カナダ等 

(2) アジア・・・中国、韓国、台湾等 

(3) 欧州・・・・ポーランド、ドイツ、フランス、スイス等 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

 北米 アジア 欧州 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 344 475 119 939 

Ⅱ 連結売上高(百万円) － － － 4,854 

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 7.1 9.8 2.5 19.4 
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【セグメント情報】 

(追加情報) 

当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号

平成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指

針第20号  平成20年３月21日)を適用しております。 

  

１  報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうちに分離された財務情報が入手可能で

あり、当社の最高経営意思決定機関である取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するため

に、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社グループは、高機能性フィルム等の開発・製造・販売が主要な事業であり、その製品は、主に日

本、北米及び欧州の製造拠点で生産されております。また、各地域のグループ会社は、当社グループ全体

の事業戦略と整合性を図りつつ、独自の販売計画を策定し事業活動を展開しております。 

 したがいまして、当社グループは、生産・販売体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されてお

り、「日本」、「北米」、「東アジア」、及び「欧州」の４つの報告セグメントとしております。各セグ

メントでは、当社グループで開発・製造した、ハードコートフィルム及び液晶部材用フィルムを中心とす

る高機能性フィルム等の販売並びに高機能性フィルム等の販売を目的として大型インクジェットプリンタ

ー及び関連機器の販売を行っております。 

 なお、「日本」及び「東アジア」では高機能性フィルム等の開発・製造・販売のほか、ＧＩＳ関連ソフ

トウエアの販売及びデータ処理受託サービスを行っております。 

  

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日) 

 
(注) １．セグメント利益又は損失の調整額は、主にセグメント間取引消去3百万円、棚卸資産の調整額△2百万円であ

ります。 

     ２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

   (単位：百万円)

 

報告セグメント
調整額 
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注)２日本 北米 東アジア 欧州 計

売上高     

  外部顧客への売上高 5,204 540 130 120 5,995 － 5,995 

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高 273 46 28 0 348 △348 －

計 5,477 586 159 121 6,344 △348 5,995 

セグメント利益又は損失(△) 223 20 23 △14 253 1 254 
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(１株当たり情報) 
  

１  １株当たり純資産額 

 
  
(注) １株当たり純資産額の算定上の基礎 

 
  
２  １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 

 
(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第１四半期連結累計期間は１株当たり四半期純

損失でありかつ潜在株式が存在しないため、また、当第１四半期連結累計期間は潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

２．１株当たり四半期純利益金額及び四半期純損失金額の算定上の基礎 

 
  
  

(重要な後発事象) 

  
該当事項はありません。 

  

  
該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結会計期間末 
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 654.28円 １株当たり純資産額 665.39円

項目
当第１四半期連結会計期間末

(平成22年６月30日)
前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 17,453 17,763 

普通株式に係る純資産額(百万円) 17,453 17,763 

普通株主の発行済株式数(千株) 27,386 27,386 

普通株式の自己株式数(千株) 710 710 

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
普通株式の数(千株) 26,675 26,675 

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額 5.36円

潜在株式調整後１株当たり 
四半期純利益金額 

－
 

１株当たり四半期純利益金額 1.69円

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

－

項目 (自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

四半期連結損益計算書上の四半期純利益金額 
又は四半期純損失金額(△)(百万円) 

△143 45 

普通株式に係る四半期純利益金額 
又は四半期純損失金額(△)(百万円) 

△143 45 

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式の期中平均株式数(千株) 26,675 26,675 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成21年８月10日

株 式 会 社 き も と 

取 締 役 会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社きもとの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平

成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社きもと及び連結子会社の平成21年

６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士  野辺地   勉   印  

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士  大 村   茂   印 

(注) １． 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半

期報告書提出会社)が別途保管しております。 

２．  四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 

 



  
平成22年８月11日

株 式 会 社 き も と 

取 締 役 会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社きもとの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平

成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年６

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社きもと及び連結子会社の平成22年

６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士  野辺地   勉   印  

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士  大 村   茂   印 

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士  岩 﨑   剛   印  

(注) １． 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半

期報告書提出会社)が別途保管しております。 

２．  四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年８月12日 

【会社名】 株式会社 きもと 

【英訳名】 KIMOTO CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 木本 和伸 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都新宿区新宿二丁目19番１号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 

 



当社代表取締役社長 木本 和伸は、当社の第51期第１四半期(自 平成22年４月１日 至 平成22年

６月30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いた

しました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】




